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増大に応じて同社の中核事業に位置しており、1935 年時点で製品収入 1,610 万
円のうち、菓子類の収入は 990 万円と 6 割強を占めていた2。なお、1935 年時
点での同社の組織図は図表 1 の通りである。 
 
図表 1．組織図（1935〔昭和 10〕年 10 月現在） 
 
（出典）N 社（1936）『N 社二十年史』 
 
また製菓部門を中心に、大正末から昭和期にかけて海外事業の拡張も進めら



































ち、富士、平和、帝国等の経営を相次いで引き受け、1933 年には N 社の統制
下にあった富士、平和、東京第一、衛生牧場、帝国の 5 プラントを合併し、傍
系会社として朝日牛乳を設立した。その後、横浜及び湘南地方の市乳需要にこ




























述のように 1935 年に N 社が同社へ資本参加することとなったのである。そし
て、1940（昭和 15）年には N 社は製乳部門を 1935 年に X 社の傘下に入った
極東煉乳に委託し、極東煉乳は社名を Y 社へと改称することとなった7。 
 
（３）人員構成の推移 




る。なお、『N 社四十小史』では 1917 年上期から従業員数が記載されているが、
数値が 6 名と下期との連続性から信憑性が薄いため、『N 社二十年史』に記載










る 1935 年 9 月時点の川崎工場の従業員数に関する説明では、事務員 65 名、技






































（注 1） 昭和 12（1937）年 3 月 23 日に改正された初任給の金額。 












「1.0 割～0.8 割」の 0.1 刻みの 3 段階が、人事評価の成績（甲、乙、丙）に対









（注 1） 昭和 12（1937）年 12 月 3 日に改正された昇給表である。 
（注 2） 「50 円未満」の増給額は成績が反映されていない。 
（注 3） 「100 円未満」以降の増給額は「月給×増給率」により算出。 













20-24 25-29 30-34 35-39 40-44 45- 計 構成比
技術員  2 17 13 16 14 62 33.0%
事務員  1 9 10 12 8 40 21.3%
技術員補 1 12 12 4 5 7 41 21.8%
事務員補 17 7 2 4 3 33 17.6%
嘱託   1 3 8 12 6.4%
計 1 32 46 32 37 40 188 -

































上述したように評価には分布規制（甲：2 割、乙：6 割、丙：2 割）が設けられ
ているが、実際の運用状況を確認しておく。図表 7 に整理したように、全 188 人
の人事評価結果別にみた内訳は「甲」評価 53 人（28.2％）、「乙」評価 113 人（60.1％）、









変更を行ったかを確認する。評価対象全 187 人に対して評価変更の件数は 23 件、
12.2％となっている（図表 8）。このうち 6 件（3.2％）が上位への変更、17 件（9.0％）
が下位への変更となっている。上位への変更は「乙→甲」、「丙→乙」の変更がそれ
ぞれ 3 件、下位への変更は「甲→乙」が 10 件、「乙→丙」が 7 件である。部門別に






最後に 2 次評価で上司が特に「優れた者」として「優」とした件数は 5 件（2.7％）
である。部門別では同社の中心的な事業を担っている営業部、製菓部での「優」選
抜率がやや高い傾向がみてとれる。一方「劣った者」の選抜については「丙」評価






（注 1） 人事評価結果は上司による調整が行われた 2 次評価後の人数 
（注 2） （ ）内の人数は「小計」の内訳 
（注 3） 〈 〉内の値は「合計」に占める割合 
 














出身者および出身校不記載の 20 件を除いた。 
② 人事評価（年齢・勤続年数）と給与の関係をみるために嘱託のデータ 11 件、
給与額不記載 2 件を除いた。 
③ 卒業年と入社年が同一のデータを新卒入社とし、それ以外を中途入社として
分類した。分析対象となったデータは新卒入社 66 件（高等教育：50 件、中
等教育：16 件）、中途入社 89 件（高等教育：58 件、中等教育：31 件）。 
④ 新卒入社データでは入社年月から評価時点（昭和 14 年 6 月）の期間を勤続
年数とした。また、学歴間の年齢差を排除するために入社時点の年齢を算出、






















た高等教育出身者 3 件、中等教育出身者 1 件は製乳部（1 件）、市乳部（3 件）と

































との関係を明らかにしてきた。その結果を整理すると、つぎの 4 点である。 
第 1 に、N 社は職員の人事評価を行う際に、その評価表の実施手順にしたが









内の調整にとどまっている。X 社の子会社である M 社では、総務部長が全体調
整を行っているのに対して、N 社では行われていない。会社合併を繰り返して
会社規模の拡大を進めてきた同社の事業展開が背景にある。 
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